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研究成果の概要（和文）：本研究はフィールドワーク調査に基づき、与那国町の状況を明らかにし、国境地域での存続
のための地域戦略を検討した。与那国町は、30年以上、台湾の花蓮市との直接的な人的、物的交流を発展させようと試
みてきた。だが、国家の規制、台湾の需要の低さなどから、経済的関係までには発展していない。一方で与那国町は、
経済効果を狙って自衛隊基地の誘致を求めてきた。住民の激しい議論を経て、住民投票の結果、誘致を進めることにな
った。今後、議論で2分された地域が、どのように修復され、その上で、いかに国際的な交流を発展させるか。本研究
では、今後の重要なプレイヤーを、歴史的記憶を巡って活性化している市民グループに見出した。

研究成果の概要（英文）：This research depicts a situation in Yonaguni District on the basis of fieldwork 
research, and it examines the regional strategy for surviving on an international border. For over 30 
years, Yonaguni’s regional government has been attempting to develop direct personal and trade exchanges 
with Hualien City, Taiwan, across the border. However, it has not been able to forge economic relations, 
thanks to existing national regulations, low demand from Taiwan, and so on. At the same time, speculating 
economic effects, Yonaguni’s regional government has sought to attract the construction of a base of the 
Self-Defense Forces. Following intense debates among residents because of a referendum, an invitation was 
extended to the SDF. However, consequently, a rift was created between the residents: how can it be 
resolved? Furthermore, how can exchanges with Taiwan be developed? This research found that civic groups 
used collective memories and have become active as pivotal future players.
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１．研究開始当初の背景 
 
(1)日本最西端にある与那国町は、かつての歴
史的交流を背景に国交のない約 110km の距
離にある台湾との交流をめざしている（藤谷 
2010a；2010b；2012）。この戦略は、生活圏、
経済圏一体化による、新たな地域形成の第 1
歩であるという期待を持たれている。政府の
支援に頼るだけでなく、トランスナショナル
な交流を通して発展をめざすという、こうし
た指向は、ナショナルからコスモポリタンな
地域戦略の移行だとみなすことができる
（Beck 2003；藤谷 2012）。 

 
(2)このような平和的な交流が進められる一
方で、与那国防衛協会の要請を基に、与那国
町は自衛隊の誘致を政府に請願していた。そ
の請願を受け、中期防衛力整備計画（2013～
17 年度）では「南西地域の島嶼部に陸上自衛
隊の沿岸監視部隊を新設し、配置する」と明
記され、用地買収が防衛省によって勧められ
ていた。この自衛隊誘致という戦略は、いう
までもなく国家防衛にかかわるという点で、
極めてナショナルな指向を持つものだとい
える。 
 
(3)自衛隊の配備は日本全体に安全保障とい
う受益があり、それに対して与那国には、騒
音や自然破壊など受苦が発生する。その見返
りとして交付金、人口増などが期待される。
自衛隊の誘致についていかに合意形成が行
われるのか、あるいは行われないのか。また、
自衛隊の配備の進捗が、トランスナショナル
な関係にどのように影響をするのか。こうし
た考察を行うことによって、国境地帯におけ
る離島の現状と、その課題が明らかになるだ
ろう。さらには、先島諸島、ひいては沖縄、
日本とアジアとの関係、防衛の在り方につい
ての、今後の研究の端緒を得ることができる
だろう。 
 
２．研究の目的 
 
(1)主に環境社会学において援用されてきた
受益／受苦圏の構図を、これまでほとんど適
用されてこなかった自衛隊の誘致に援用す
ることで、同概念の発展に資する同時に、受
益／受苦圏の構図を超えた社会的現実を浮
き彫りにすることで、その理論的限界を明ら
かにする。 
 
(2)自衛隊誘致をめぐる住民の合意形成過程
を明らかにし、合意理論の可能性と限界を具
体的に考察することによって、今後の防衛施
設などの配備に際して、地域社会の影響を分
析する参照点を提示する。 
 
(3)国境離島の対外戦略を複眼的に検討する
ことで、同じくアジアとの交流と他国からの
防衛との両方の課題をもつ先島諸島、ひいて

は沖縄、さらには日本とアジアとの関係につ
いての今後の検討のため、理論的・実証的足
場を形成する。 
 
３．研究の方法 
 
(1)本研究は、文献研究とフィールドワーク
調査から構成される。 
 
①文献研究においては、理論的文献を中心に
した学術的研究と、地域の状況把握のための
地域研究を並行して実施し、理論的検討と、
実証的検証とのバランスに努めた。 
 
②フィールドワークについては、与那国を中
心としながらも、制度的検討のため関連機関
（沖縄県、台湾台北市、花蓮市など）、また
地域間の比較検討のため、関連地域（石垣市
など）での調査を行い、現場の視察、関連資
料の収集、関係者へのヒアリング等を実施し
た。 
 
(2)本研究の方法の特徴は、以下の点にある。 
 
①受益圏／受苦圏の構図を、いままでほとん
ど適用されてこなかった防衛問題に適用す
る。 
 
②防衛問題について政策的な吟味や理論的
分析にとどまらず、住民の見解についてヒア
リング調査を基に明らかにする。 
 
③地域の対外政策について平和戦略と国境
防衛との両面からのアプローチを行い、両者
の関係を追究する。 
 
(3)調査日程 
 
①2012 年 8月 27日〜9 月 10 日 与那国町に
おいて町議会議員、青年会会長、役場職員な
どからヒアリングを行い、台湾との交流と自
衛隊誘致の現状を把握し、石垣市八重山平和
祈念館で資料収集を行うとともに、沖縄の軍
用地の現状を掌握するため、沖縄県宜野座村、
金武町などでヒアリングを行った。 
 
②2013 年 8 月 7 日〜16 日 与那国町町長選
挙の様相を視察とヒアリングによって掌握
するとともに、沖縄コンベンションビューロ
ーで台湾との観光交流の現状、防衛省自衛隊
沖縄地方協力本部で沖縄における自衛隊の
現状について把握するためヒアリングを行
った。 
 
③2014 年 2月 13日〜25 日 与那国町との交
流の現状を把握するため、花蓮市市公所など
でヒアリングを行うとともに、国立東華大學
図書館、花蓮県観光局などで資料収集を行っ
た。 
 



④2014 年 9 月 6 日〜12 日 与那国町議会議
員選挙について視察とヒアリングによって
は掌握し、アヤミハビル館、与那国町教育委
員会等で自衛隊基地建設の環境への影響に
ついてヒアリングを行うとともに、沖縄県立
図書館などで資料収集を行った。 
 
⑤2015 年 2 月 9 日〜16 日 与那国、また沖
縄と台湾との交流の現状を掌握するため、沖
縄県観光コンベンションビューロー台北事
務所、日本交流センターなどでヒアリングを
行うとともに、主に日本総督府時代の花蓮市
の現状を把握するため、國立臺灣圖書館など
で資料収集を行った。 
 
４．研究成果 
 
(1)受益圏／受苦圏の構図は、与那国の自衛
隊誘致の争点について、一定の枠組みを提供
し、国家のための地域の負担という構図を浮
かび上がらせる。しかし、自衛隊誘致の議論
の中で地域に見出だせたのは、防衛に関する
リスクについての住民の主観的多様性であ
った。すなわち一方で誘致反対派は、他国か
らの脅威を主張していた。他方で反対派は誘
致によって他国を刺激するのではないかと
いうリスクの存在を主張していた。こうした
事実を前に、地域が一枚岩で負担を背負うイ
メージは後退し、むしろ、地域の中に争点ご
とに受益者と受苦者が共存し、対峙している
という現実が浮かび上がってきた。また、そ
の受益や受苦は、いまだ実在していない場合
が多く、将来の期待、あるいは将来のリスク
についての予期から成り立っている。したが
って、このような観点を十分に考慮し、既存
の理論を再構築した上で、今後、同様の事例
を検討していく必要がある。 
 
(2)この事例においては、住民の合意形成に
ついて膨大な努力が払われた。それぞれ 2回
の町長選挙、町議会議員選挙、住民投票にお
いてはもちろん、通常の議会において、住民
への説明会において、また、賛成・反対のそ
れぞれの住民の集会などでも、ときには激し
く議論が交わされた。そこには、「討議」と
いわれるような相対的に穏やかな様相はな
い。住民投票では、自衛隊誘致賛成が多数を
占めたが、その後も、訴訟を含む様々な反対
運動が継続している。むしろ、合意形成は政
策の進展を決定するだけであり、成員のすべ
てがおおよそ納得するという結果にはなら
ず、その後も、おそらく長く争いは継続して
いく。このように、合意を前提とした静的な
観点ではなく、より現実に則した動態的な合
意形成の観点が、とりわけ地域での合意形成
の過程の分析において重視されるべきであ
る。また、そのことで理論的な分析が実社会
に貢献する可能性は、増大するだろう（cf.
藤谷 2009） 
 

(3)奄美大島、宮古島、石垣と、政府の自衛
隊拡張の方針の中で、与那国の動向は一定の
影響を持つ。本研究の成果は、政府の方針と
地域社会との関係の参照点の形成をめざし
た。その結果、自衛隊の誘致が進む場合、ど
のような手当が行われようと、住民は多くの
時間、金銭、エネルギーを、その是非をめぐ
って費やさなければならず、にもかかわらず
最終的には完全な合意形成に至ることはな
いことが明らかになった。この地域社会の負
担に対して、どのような対応が可能なのか。
とりわけ賛成派や政府は、反対した住民の主
張への対策を明確に打ち出さなければなら
ない、という結論に達した 
 
(4)対外戦略のもうひとつの柱である台湾と
の交流については、修学旅行やイベント等で
の地道な持続されていた。しかし、現状では
とりわけ経済的に大きな展開に至らず、むし
ろ停滞していた（藤谷 2014b）。ただ、交流
の進展には、亀裂の生じた地域が再度、結び
つく契機となる可能性がはらまれている。自
衛隊誘致決定後に、交流が再び活性化するの
か、あるいはそうではないのか、引き続き注
目する必要がある。 
 
(5)さらに、想定外に得られた知見としては、
島全体を巻き込んだ地域戦略の模索の中で
新たに市民活動が活性化していた点がある
（藤谷 2014a）。とりわけ誘致反対運動の中
心になってきたイソバの会、また役場を中心
に立ち上げられたNPO法人いとなみネットワ
ークはともに、歴史の記憶を通じた台湾との
交流を主張していた。一方で、花蓮市におい
ては、県立、市立図書館などにほとんど残っ
ていない日本語図書の収集、展示が旧日本家
屋で行われ、また日本統治時代の私文書の収
集を地元市民が開始しており、集合的記憶の
再構築の端緒を見出すことができた（藤谷 
2014b）。こうした知見に際して参照できる有
効な観点は、記憶、記録についての先行研究
だと考えられる。国民国家による「歴史」を
相対化しつつ、本研究の課題である、国境を
超えた市民による新たな交流を分析するた
めには、國立文書館などの公文書と同様に、
よりアクセスが容易な地元の図書館、文庫な
ど、身近な図書、アーカイブの現状、また地
元市民の関わり方に注目すべきだと考えら
れる。とりわけ停滞した地域において突破口
を見出そうとするとき、EUにおける国境地域
など他のとりわけ相対的な成功している事
例との比較が、新たな着想を生む効果的な手
法であろうと考えられる。理論的な整理を進
めつつ、こうした観点から地域の比較調査を
今後、行っていく必要があろう。 
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